























りない国」(ニュー ヨーク ・タイムズ)といった突き放 した見方も、一部にはあり
ます0

















































まってきた。つま り、調整を行な うだけでは、現在の不況を乗 り越えられない












題について調査 した。 このとき、この創造的な企業の創生とい う課題において































その中でどのような企業文化が望ま しいと考えられ るのか、またそのような文化を作 り上げ
るためにどのような事を企業は行なえばよいのかについて「場」とい う視点から考 えてみた
いと思 うのである。

















なっており、当期において販売数 量が増抑 したことに加 え、子会社 も含めた原価改善の努力
によるものであると考えられる。また経常利益も、1996年度に比べると140%弱にまで増加 し
ており、財務活動でも好調を維持 していることがわかる。当期利益は、年による変動はある









































般管理費 も増加 してお り、営業利益は1996年度に比べて、2000年度は101.37%とほとん ど変
化 していない。具体的には販売数量の増加、コス ト削減効果はあったものの円高による影響、
販売費および一般管理費や研究開発費の増加があったためであると考えられる。この5年間、
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本を用いての利益率 自己資本を使っての利益率が各期を通 じてほぼ一定で、非常に安定 した







トヨタ自動車: 1996年度 1997年度 1998年度 1999年度 2000年度
総資本事業利益率 6.7?% 7.1(跳 6.71966.13% 6.71%
自己資本利益率 6.8(瑞 7.54 5.77 5.9% 6.62%
日産自動車 1996年度 1997年度 1998年度 1999年度 2000年度
総資本事業利益率 4.33% 2.41% 3.27% 2.21 5.87ｰx6
自己資本利益率 5.739'0一1.0990 2.21% 一73.6弗 345〔跳
ホンダ 1996年度 1997年度 1998年度 1999年度 2000年度
総資本事業利益率 10.23 9.95%11.159b9.14% 7.5590
自己資本利益率 15.9鋤 16.21 17.29go13.599b10.41%














ンダは他社 と比較すると、流動比率に対 して当座比率の割合が低 くなってお り、流動資産の





















トヨタ自動車 1996年度 1997年度 1998年度 1999年度 2000年度
流動比率 12479% 141.7% 133.20%141.8796145.41%
当座比率 7L25蕗 67.04% 62.14ｰ6`62.9畷 57.24%
負債比率 123.8α話 130.0'1%136.5496137.43%141.42%
自己資本比率 446Sg6 43.47% 41.86託 41.2'19640.61%
固定比率 86.62% 81.42% 83.33% 79.34% 78.8磯
日産自動車 1996年度 1997年度 1998年度 1999年度 2000年度
流動比率 82.82% 75.1(泓 78.7(現 94.75% 97.72%
当座比率 55.01% 46.589652.02 64.84% 65.8磯
負債比率 451.13%514.73%449.6錫 597.39%565.18%
自己資本比率 18.14% 16.27% 18.14% 14219b 14.899b
固定比率 296.57%323.48%287.02%360.58%355.77%
ホンダ 1996年度 1997年度 1998年度 1999年度 2000年度
流動比率 108.43%103.82%104.62%111.51%94.12%
当座比率 40.96 34.34% 34.56% 37.61% 31.37%
負債比率 201.8'1%199.4'1%185.41%153.76%154.11%
自己資本比率 33.139033.3996 35.04% 39.41% 39.3596




















ここではケーススタディーである トヨタの現状について1.生 産 ・2.開発 ・3.販売 ・
4.海外戦略の4つ の視点か ら詳細に見てい くことにするが、まず、1.生 産においては、

























のムダは作 りすぎを押さえる働 きがないことか ら目で見る管理やかんばん方式に発展 して
いっ鶴 かんばんは常に必要 とする品物 とともに動くことによって、必要な作業であること
の証明書になる。生産現場における一番のロスである作 りすぎをかんばんによって事前に防
止することができる。カンバン方式とい う技法よりも、必要数だけしか造ってはいけないと
い うジャス ト・イン ・タイムこそが重要である。将来、かんばん方式を使用 しなくなくなっ






アップが図 られなければな らない。1人1人 の作業者でみても、ライン全体でみても、本当
に必要なものだけを仕事 と考え、それ以外 をムダと考えるならば、'次の関係式が成 り立つ。













つながっていくのである。 トヨタ生産方式の神髄は、 「社員1人 ひ とりが、.自分の仕事のや
り方について、問題点を見つけて、解決 し、改善をしていくチャンスを与えられ、社員が一
体 となって、より優れた企業を作るために働いている」とい う点にある。トヨタ生産方式は、
「5回のなぜ」を繰 り返 して、原因の向こうに隠れている 「真因」を突き止めるとい う、き
わめて科学的な態度を積み重ねて作 り上げられてきた。 「問題を顕在化Jさせた うえで、 「5







ジャス ト・イン ・タイムとは、必要なものを、必要な時に、必要な量だけ生産 した り、運
搬 した りする仕組みと考え方をい う。例えば、自動車の組立ラインでは、各工程の組付け作
業に必要な部品が、必要な時に、必要な量だけ、その工程に到着 しなければならない とい う
ことであり、部品の到着が早すぎても、遅すぎてもいけないのである。これを トヨタ生産方
式では、後工:程が前工程から必要なものを引き取るとい う後工程引取 り方式で実現 した。最
後の後工程を消費者と考え、売れた分だけ生産するとい うシステムなのである。 トヨタ生産
方式は、どこまでも 「消費者を第一」に考える、マーケッ ト・インの思想によって貫かれた
























動を通 じて製造上のムダを排除 し、製造 コス トを下げるには、人件費の削減が大切であり、
少人化が重要である。少人化 とは、同 じ生産を行な うために必要な作業者の人数を減 らすこ
とをい う。少人化を達成するために、設備面では機械の工程別配置とU字型の機 威レイアウ
トを採用 している。これによって需要量の増減に応 じて投入す る作業者数を増減 し、サイク
ルタイムを調整する。また、作業面では、このような工程系列のなかで作業可能な多能工の









んばんには、組立ラインなどで使 う通常の 「工程内かんばん」とプレスなどで使 う 「信号か
んばん」がある。また、引取 りカンバンには、社内の 「工程間引取 りかんばん」 と外注部品
の 「外注部品納入かんばん」がある。現在、電子カンバンの研究が行われている。かんばん
方式の ヒン トになったスーパーマーケ ッ トでは、CRP(連 続 自動補充)やCPFR
((;ollaborativePlanning,ForecastingandReplenishment)が行われている。C Pは 、小









変動によって生産変動 した場 合、配置転換 した社員がいち早 く作業習得するのに必要 だから
である。 トヨタ生産方式では、熟練度の低い新入 り作業者について、 「3日間で一人前にす












なっている。そ うい う意味で知職 創造プロセスとい うことができる。そして、この過程は誰
でも作業できる標準作業書を作成することで、知識移転プロセスになりうる。その上、一個
人ではわからなかった不具合や改善を盛 り込めるとい う意味では、知識創造プロセスである。










織機は、経糸が1本でも切れた り、横 糸がなくなった りした場合、す ぐに機械が止まる仕組
みになっている。すなわち、 「機械に善 し悪 しの判断をさせる装置」がビル ド・インしてあ
るのである。 「ニンベンのある自動機械(automationwithahumantouch)」の意味は 「自








ル盤 といったように、生産の流れにそって、各々5台ずつ並んでいた とする。ここで1人 の
作業者が旋盤5台扱 うことを多数台持ちといい、このような職場の編成をジ ョブ ・シ ョップ





















事に対する能力が要求される。言い換えれば、このことは 「多能工」 としての仕事が要求 さ
れることである。実際にフロー ・ショップでの作業はチームを組んで行っている。陸上競技
のリレーには必ずバ トン ・タッチの区間がある。上手にバ トン ・タッチすると、4人が別々
に走った記録を合わせたよりも大分よい記録を出すことができる。仕事でも同じことで、4
人なら4人、5人なら5人でやる場合に、部品をバ トンだと思って手渡しなさい。後の工程
の人がもたついて遅れた場合には、その人の持ち分 と思われる機械の取 り外 しをやってや り
なさい。そして、その人が正常の配置に戻ってきた ら、すぐバ トンを渡 して自分の ところへ






















いるからといっても、そのことを当た り前だと感 じるか、あるいは全 く何も感 じない。当た
り前品質はすべて、品質保証の対象 としている品質と考えても良い。すべて揃っていること
を当然 と思い、少 しでも欠けていると欠陥 と考えられてしま う品質である。一般的に、製造








する要素もある(例 えば、馬力をよくすると燃費が悪 くなるなど)。それ らの要素をバラン
スよく配置することによって、競争力も形成できるし、他車 と違った特徴 も出すこともでき
る。















に し、それ らの消費者にとって魅力的品質の製品 ・サー ビスを供給することに重点をおいて












的改善の品質が高いとい うことは、製品やサー ビスを作 り出すプロセスの品質を高める能力
が高いことだけではない。 製品やサービスを作 り出すプロセスの品質や製品やサー ビスの






が進歩につながっている。人間の 「知恵」を信 じるだけでなく、いかに して知恵を発揮する



























































導 とい う形で うける。このプロセスは優秀なエンジw..rアを開発するだけでなく、新入社員に、
ボディー、シャーシ、その他の自動車システムの開発に対する トヨタ独特の厳密なアプロ._
チを教えるものでもある。




























している。そ して、この レポー トによりメンバー間でキーポイン トを明確化 し問題の解決を



















の自動車に対す る自分のビジョンの実現について彼 らの支援を勝ち取るためには、彼 らを説






在的に致命的な失敗を犯すのを防 ・でいる。チーフ ・エンジニアが別個のプロジェク トを追
及 している一方で、自主権を持つ部門のエンジニアと管理者は、他のプロジェク トか らの知




機能部門型組織の追及と部門横断的な調整を相互に補完 しあいなが ら行っている。つま り、
機能部門型組織の追及と部門横断的な調整は、どちらを選択するかとい う問題ではなく、相






以上で トヨタのシステムをよい面か ら見たが、 トヨタにおけるシステムが万能 とは言えな
いのである。つまり、システムが持つ根本的な問題点として、巧妙で漸進的な新製品に対し
ては有効であるが、偉大な飛躍 とい うべき考え方が生まれてこないという問題がある。つま
り、新製品が画一的にな りやすく消費者を驚かす ような大きな発展を伴 う製品が開発されに
くい とい うことである。
この問題に対する トヨタの取 り組み として、<3>販 売で詳 しく述べるが、WC(バー チャ
ル ・ベンチャー ・カンパニー)を あげることができる。これは1997年、当時の奥田社長の発
案で生まれた、社長直轄の社内独立組織、社内仮想会社であ り、若者をターゲットに した車
作 りを目指 している。その成果 として「WilLVi」や 「Wi工LVS」が挙げられる。
このように、 トヨタでは画一的な製品開発の風穴 として社内独立組織を生む風士があると
いえる。このことは変化の激 しい市場に対応 しなければならない自動車メーカーとして、 ト
ヨタはその変化に対応 して自社のシステムを変化 させることができ、この風土 ・文化こそが
現在の トヨタの繁栄をもたらしていると考える事ができる。









































年にする計画である。またこのハイブリッドシステムの簡易版である 「トヨタ ・マイル ド・
ハイブリッドシステム」を開発 し、このシステムはハイブリッド化による価格増が従来のシ
25















以上が トヨタの環境対策車に対しての方向性である。これ らを具体化するために、 トヨタ
は 「トヨタ環境取 り組みプラン」を作成 している。 トヨタでは、この 「環境取 り組みプラン」
に基づいて、開発 ・設計分野に特化して言えば、以下のような方針が掲げられている。
①燃費目標への早期 ・確実な対応 ②排ガス規制への早期 ・効率的な取 り組み







































従来以上に厳 しくな りつつある。企業がいったん環境汚染を発生 させれば、消費者による不
買運動が起こることもあるし、地域住民からの巨額の修復 ・浄化費用や損害賠償、罰金など
の負担で経営状況が悪化す るリスクは多大にある。そ ういった状況を回避するための事前投







ことができる。ちなみに、 トヨタにおいては 「製品付加価値への寄与」 「リスク回避」 「企
業イメージ向上」等の仮定的な計算に基づく経済効果については、環境会計への計上をして
はいない。2001年4月からは、 「グリー ン購入法(国等による環境物品等の調達の推進等に関


















の中核であ り、環境マネジメン トシステム(騰)を どのように構築すればよいかを定めた
仕様書である。
ISO14001認証取得による主なメリッ トは、 「企業イメ,___ジの向上」、 「効率的な省資源、省
エネルギー」、 「環境問題への迅速な対応、環境 リスクの事前回避」、 「市場におけるライ
バル企業 との競争に対応」、 「地域住民、地域社会 との良好な関係維待」、 「グリーン購入、




20～30歳代の若者を中心とし、自分な りの「こだわ り」を大切にするとい う傾向をもつ
「ニュージェネ レーション層」は、そのおおよその中心である「団塊ジュニア世代(1971～74
年生まれ)」だけでも約800万人のマーケッ トを形成 している一大ボリュームゾーンである。
その上、表から明 らかなように彼 らの自動車維持にかける費用 と自動車の購入頻度は平均を
大きく上回っている。また、若者の集まるところには必ず気の隷 ・中高年も集まってくるた
め、まず若者の心を捉えることが集客のポイン トであると言 うことができるだろう。彼 らに
対してどのようにアプローチ していくかが大きな課題となる。
しかしこれまでずっと、 トヨタのクルマはお じさん向けのクルマであり、 トヨタは若年層
に弱いと言われてきた。若者向けに個性を追求すれば車種数が膨 らみやすい上に当たり外れ
も激 しくなる。また、強力な5チャネル体制 と訪問販売を主体 とする自社の営業力 ・販売力
の強さに自信を持っていたため、 トヨタはこれまで車種開発ではあま り冒険をせず、他社の























あり、カーライフに関する店舗に加 え、飲食 ・物販専門店およびアミューズメン ト施設を併




ウン岐阜は、ショッピングモール との複合モール とすることで女性 ・若者だけでなく家族み
んなが楽 しめ、生活圏の中でクルマの用が足せるような施設が目指 されている。
ショッピングセンター との複合商業施設であるカラフルタウン岐阜では、ショッピングモー










トヨタオー トか らネ ッツ トヨタへの変革は、これまでの トヨタが弱かったと言われる若
者 ・女性向けチャネルとしての特色を明快に打ち出 したチャネルイメージの変革である。ま
た、訪問を受けたくない消費者が増加 してきたことを受けて、旧本の伝統的 ・常識的な販売
手法である訪問販売をできる限 り縮小 して店頭販売に特化 させ ようとい う販売形態の変革





声をかけた り、背後霊のようにつきまとった りせず、自由に商品を見て選んでもらお うとし
ている。また、買い替えサイクルが長くなったことで、故障 したときに安心感を持ってもら
うために、工場は汚いものとい うイメージを一新 してサービス工場を前面に押 し出している。
(3)WC
20～30歳代の若手社員を中心に奥田社長(当 時)の もと立ち上げられたWC(バー チャル ・
ベンチャー ・カンパニー)に は、「トヨタのブラン ドを崩すこと」とい う命題が与えられてい
た。つまり、 「80点主義の車造 り」に代表されるような固定化 された トヨタのイメージを崩
していこうとする試みであった。WCは、ニュージェネレーション層に対する新 しい商品の
作 り方、売 り方への挑戦 として、様々な企業 とのコラボ レーションである異業種合同プロ
ジェク ト『WiH」を発足した。 『Wiu』には、「送 り手からの明確な"意志"をモノやコ トで
主張 ・表現 し、そこか ら生活者と共鳴 ・共感 し、新たな消費スタイル を作 り出してい く」と
いう意味がこめられてお り、 『WiU』とい う統一シ リー ズ名称のもとで共同プロモ.___ション
などによって広告の相乗効果を狙いながら、「遊びゴコロと本物感」を兼ね備えた商品を順次





トヨタでは通常、新車のデザインを作 り上げる作業は4～5人 でチームを組んで行な うの
だが、複数の担当者で仕上げようとすれば当初のアイデアの奇抜 さが失われてしまい、その
結果、いわゆる"ト ヨタらしいクルマ"に なってしまっていた。 しかし、VVCではデザイン
を提案 した若手社員に大幅な権限を与えて全面的に責任 を持つ体制をとり、その結果、 トヨ
タらしくないクルマが完成 し、 トヨタ内外の注 目を集めることとなった。 さらには、WCが
デザインしたクルマが注 目を集 めたことにより、 トヨタ社内の既存の開発チームにVVCへの
対抗意識が芽生え、これまでの トヨタのブラン ドイメージを覆すようなヒット商品を生むこ




売ることはディーラーの権益を侵す としてタブー視 されていたころに、下取 りした中古車を






Gazoo事業部は2001年から トヨタのインターネッ ト、特に 「BtoC」(企業対消費者)事
業を統括する部署に位置付けられた。 トヨタは住宅、カー ド金融などへ積極的に事業領域を
30
拡大 しているため、そのような対策 も必要性 を増 してきたのである。つま り、顧客との接点
にGazooがあり、その接点をCfdZOO事業部が広げる役割を担っているとい う形である。現在社
員は事業部で80人、別会社 「ガズーメディアサービス」の30人を入れ全部で11人ほどであ り、
このうち トヨタの社員は37人である。そして、他は派遣社員で、平均年齢も30歳と若 く、 ト
ヨタの中でもかなり特異な存在である。普通の会社ならこうしたシステム開発は外部に委託
するだろう。しか し、トヨタは自らの手でGazooを作 り上げたのである。それは何故なのか?
と聞かれたのであれば、それは、 トヨタの 「モノづくりのDNA」 が成 さしめた、とい うべ
きだろ う。そして(fdZOOの根底には市場の変化に リアルタイムに対応 していかねばならないと
い うトヨタ生産方式がある。また、外部に委託 していたらここまで発展できたかどうか と言
う考えもある。つまり、 トヨタはシステム開発においても生産性を高めることを第一に考え
ているとい うことである。そのため、製造現場と同じように、システム開発者を徒弟制度で






ケーションを重視 しながら、ターゲッ トとする消費者の感度にフィッ トするように大胆に商







を創造 してい くことが必要 となるだろう。 トヨタでは、グローバル人材育成機関「トヨタイ
ンスティチュー ト」を社内組織 として設立するなど、人材育成を最重要課題のひ とつ と捉え、




は、彼らにGazooを軸 とした経営が次世代への トヨタにとって不可欠だ とい う認識があるか ら
であろうと思われる。(ZOOは顧客との接点の役割のほか、メーカーである トヨタとユーザー
の共有の場 となってお り、最終的に 「顧客参加型の事業展開」に結び付いていくとにらんで
いるのである。例えば(rdZOO,が運営 していた(2002年1.月8日現在)イ ンパクの トヨタパ ビリ
オンでは、インターネットで自動車のデザインを公募 していたが、今年にはそのデザインの












としては目新 しい情報を発信するサイ トにはまだまだ成 りえていない と言わざるを得ない。







カー主導でイベン ト仕立てで行な うのは良いプランかもしれないのである。いずれにせ よ、
Gazooが見据える視点は次世代のクルマ販売を意識 したものであ り、業界の先駆 者たる トヨタ
の飽くなき改善 と向上の姿勢として相応 しいと言えるだろう。
【図表2-1自 動車関連消費について】
A B C D
24,以下 19,611 26 590,182.0582.7
25～29歳 17,598 8 1,734,787.4773.2
30～34歳 16,062 10 1,473,858.0169.1
35～39歳 15,573 5 1,609,135.2366.7
40～44歳 14,660 6 1,099,853.4667.7
45～49歳 14,884 5 1,078,084.327 .6
50～54歳 15,277 7 1,207,299.417 .3
55～59歳 14,554 7 1,309,897.2771.8嚇 11,677 5 1,199,534.0984.1
65～69歳 9,612 3 1,449,659.85一
70歳以上 5,532 1 1,153,426.07一
平均 13,070 5 1,360,058.7774.1
A全 世帯月平均 自動車維持費(単位:円)















産へ移行 した。具体的には 「欧米輸出自主規制」とい う形を取ったのである。米国について
は81年から93年までこの体制が続き、EUについてはモニタリングという表現をしているが、
86年から何 らかの形で完成車の輸出をコン トロール している状況であった。
このような規制下で、世界でできるだけ多くの トヨタ車を売るとい う目的を達成するため
現地で生産する手段をとった。84年には㎝ と合併で米国のカリフォルニアで 「㎜1」 とい う
会社を設立し、これに続き88年には米国のケンタッキーに トヨタ100%出資の会社を設立 した。
同時期にカナダのオンタリオ州にも工場を作った。EUではモニタリングなどがあったので、
それに対応 して92年にはイギリスに工場(㎜)を 作 り、また97年にはフランスに工場(㎜)
を作った。
このように トヨタは 「国産化政策への対応」 「通商摩擦の回避」 とい う段階を経て海外生








の事業は トヨタの組織文化、そ してその上に立脚 した 「トヨタ生産方式」をアメリカの工場
に移転することが可能であるか、とい う実験の場となった。そ してこの実験は短期間の うち
に成功を収めた。それは トヨタが1985年の7月に早 くも単独進出を発表 していることから明
らかである。ここでは トヨタの、N[1MVIIと盟 とい う二つの現地工場に対する組織文化移転に






長がいる。 この うち副社長には現地の事情に詳 しいアメ リカ人が登用されるケースが多い。
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次面接を通過 した候補者に対 して夕方や週末を利用 し、溶接 ・機械の取 り扱い ・油圧 ・電気
系統にいたるまでを1～6ヶ,月、計16～鋤 時間の雇用朔ll練を行い、能力審査を行った。




















を担っている。それまでのアメリカ工場では、強 力な管理権限を有 した現場監督者(フ ォア
マン)が作業員のモラ.___ルに絶 大な影響力を持っていたが、チーム リーダ,,._...の意義はそれよ
りも大きかった。チーム リー ダーは、チームの改善活動などの情報をもとに、生産標準の決
定に関与する。また、生産標準は従業員がそれに実際に従って作業 し、フィー ドバ ックによっ

















行ったことから、不良品の発生率が上昇 した企業もい くつかあったようであるが、ジ ョブ


































その共有化を図 らねばならない。多 くの日系企業ではチ`..ムミーティングを通 してこの作業








それまでのアメリカ企業では職制 レベルが多岐にわた り、ブル・一カラー とホワイ トカラー
との間で身分的 ともいえる格差が存在 してお り、日本の平等慣行を移植する、つまり従業員
の処遇を平等化することによってコミュニケーションの緊密化を図ろうとしている。具体的
に トヨタの現地工場の事例では、ブルーカラー ・ホワイ トカラー といった呼び方を用いない、
























これらの障害をフランスに進出した トヨタのフランス工場㎜ により克服 された。そ して
この㎜Fの進出で トヨタはフランスの第4の 自動車メ.___カーとして認知 されつつある。その
㎜ の現揚での取 り組みや環境についてみてみる。
〔2〕トヨタ ・モーター ・マニュファクチャ リング ・フランス(T㎜F)
(1)㎜Fの生産現場
㎜ はバランシエンヌにある。パ リまで榴 で2時間、ブ リュッセルまで1時間、周辺には海
外の自動車メーカー-が進出し、また人材や部品工場が多いとい う立地のいい場所にある。
㎜ は基本コンセプ トをリーン(効率的)、 クリーン、グリーン、 として低コス ト達成、
高品質の確保、健全な会社を運営、ヨーロッパ最高 レベルの環境対応などを目標としている。
工場の設計は最大限に無駄なスペースを取 り除くようにされてお り、 「星型」と呼ばれる凹
凸の形をしている。その形はボディー、塗装などの各工程が終わるごとに作業の質をチェッ
クするための構造になっている。建物の中央部にいれば、工揚のすべてを把握できる仕組み
である。これは㎜ の基本コンセプ トである リー ン(効率性)を最大限に求めた結果である。
(2)運営






はできない。その中㎜ が取 り入れたのが 「成果ボーナス制度」である。安全、品質、生産














































世界 レベルでの最適調達 ・生産 とい う大きな視点の二つがますます必要 となるからである。
この視点に基づいて トヨタ本社か ら発信された戦略を、海外各事業体が各地域で最適な方法
ですばやく実行できるかどうかが、 トヨタの競争力を大きく左右す るだろ う。
'㎜Fを見てもわかるようにフランスにもこの 「トヨタウェイ」が試 されている。 この 「ト
ヨタウェイ」を世界規模で実践 し、そ してグローバルに活躍できる人材 を育成することが今
後の トヨタのグローバルな成長にとってとても重要 となるだろう。
〔5〕ヨーロッパのニーズに対応…ヤ リス(ビ ッツ)の活躍
ヤ リスの開発は95年2月からスター トしたが、最初から欧州で売ることを意識 して開発 さ
れた。当時の欧州市場でカローラ、コロナなどのクラスではシェア3%を抑えていたが、そ







そこでこの開発 されたヤ リスはその性能のバランスがよく、欧州市場にジャス トフィット







8%を目標 としている。フランスでもこれまで2万台 レベルだったのが、一気に4万台 レベル




























以上で、 トヨタの活動について詳 しく見てきたのであるが、そのことを以下で組織文化 と









































であれば、そのことに人々が安住 し慣性でしか物事を考えなくなって しま うなどの思い込み
や今の組織文化に しがみついて しま うとい うマイナス効果が生 じることが考えられるので
ある。この組織文化のマイナス機能が以前の トヨタでは働いていたのではと考えられる。つ





























さ、暗黙の了解 といった様々の様式を通して情報を交換 し合い、刺激 しあう情報的相互作用
が生じる容れもののことである。
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により人々の意思決定や学習、実行が組織 として一つのまとま りを持つことにな り、協働が
促 されることとなるのである。
次に、心理的共振が起きるとは、人 とい うのが他者との関係で物を考えた り、感 じた りす



















とい うことから、組織の経営 としては、この「場」、つま り、情報的相互作用を生み出すこ
とが必要と考えられるのである。そのために戦略の設計を行ったり、組織構造を設計 した り、










プ間の意見交換や調整のプロセスを通 じて有力な共通理解が台頭 して くることとなるであ
ろうし、このよ うなグループ間の相互接触や相互刺激により全体での共振 も生 じてくるであ
ろうと考えられる。そ してこのように して生 じてきた有力な共通理解が個人へ とフイーー ド
バ ックすることにより、再び今のプロセスが生 じてくる0このようにして、ミクロ的なプロ
セス、マクロ的なプロセスを通 じて、全体の共通理解 という秩序へ と収敏 していき、また、
全体的な心理的エネルギーも生 じてくると考えられるのである。
<2>「場」のマネジメン トについて
それでは、この 「場」を機能 させることによって組織を経営 していこうとするマネジメン
トのあ り方についてみていきたいと思 う。このマネジメン トは大きく 「場の生成のマネジメ
ン ト」と 「場をいきいきと動か していくためのプロセスのマネジメン ト」とに分けることが
できるのである。
まず、生成のマネジメン トについてであるが、これは、経営する側の人間によって 「場」











て、それ と同時に、誰 と誰を頻繁に接触させ るか、どのようにして全体の動向が知れるよう
に工夫するかを考えることによって ミクロとマクロ面でのプロセスが十分に働 くよ うに調
節する必要があるのである。
次に、 「場」の創発のマネジメン トであるが、これは、「場」が自律的に生まれてくること
であ り、マネジメン トが創発のための基礎的な準備を行な うことにで、 「場」の萌芽が発生
してくるといった状況のことである。そのために、マネジメン トとして行なえることとして
は、① 「場」のインフラの整備② 「場」の創発へのきっかけ作 りをすることの二つである。
まず、インフラの整備 とは、 「場」の基本要素について、共有度をあらか じめ高めるための






では、次に、 「場」が生成されてか らどのようにしてそれを維持 していくかというプロセ




































とを通 して知識を作 り出 していくのである。脳の中では、ニューロンがそれぞれ相互に作用
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の指令を待つ存在であるとい う組織であ り、 ヒエラルキー型の組織 と考えられるのである。
そ して、自律神経系に対応するものとして、自律神経型組織が考えられ、これは、中央のプ






と考えられるが、これか らは、各現場の自律性を重視 した、脳型 ・自律神経型組織が望まし
いものとなってくると考えられるのである。つま り、より人 とい う、情報を中心とした組織







































ら、アルカ リ ・セルラーゼの工業化、消費者調査、商品作 りにいたる様々な局面において、
メンバーの交代はあったものの、絶えず社内のどこかでアタック開発に関係する活動が続け
られていたのである。つまり、活動にコミッ トする複数の人間が絶えず存在 し、彼 らは一定
の空間や価値観を共有 し「場」を作 りつつ創造的活動を行っていたと考えられるのである。そ
して、やがてこの「場」は、他の 「場」 と結び付いたり、それ 自体がダイナ ミックに構造を変
えたりして変化 し、複数の人間のみならず、集団、組織をも巻き込む大きな「場」に発展 して
いたのである。つま り、最初は、研究所が中心であった「捌 がやがては、マーケティング、




ジェク トが制度化 されたのである。つま り、商品化をスピー・ドアップし、独自の商品を次々
とぶつけていくことによって効果を高めること、また、それにより差別化 した創造的商品で





ク トに指定 し、ヒ ト・モノ ・カネを集中的に投下するものとなったのである。
この緊急プロジェク トの対象となるプロジェク トの選択 ・決定は総合技術会議でなされる
が、当該会議に提案 されるまでのプロセスとして2通 りの方法が存在するのである。まず、
一つ目のタイプとしては、 トップや中央研究所か らアイデアが出されるケースである。第二










ある。これは、電卓技術を集大成 し新 しい市場創造型の製品を作ることを目指 したものであ
り、ICカ ー ドー 枚 を使って、電卓本体を複数に用途変換できる商品として、さらには、小












上、コス ト削減、納期短縮などの実現を目指 し、顧客満足を高めようとするコンカレン トエ
ンジニア リングを応用 した、開発コンガレン トエンジニアリングとい う制度を導入 したので
ある。これは、緊プロの新製品開発 を進めるうちに複数の新技術の開発が必要になった場合
に、緊プロ ・チームがそれ らの技術を順次自分で開発するのではなく、他の事業本部や研究
所を動員 して同時的に開発 を進め、開発期間短縮を図ろうとするものであ り、緊プロをサ
ポー トするものである。





品開発担当の企画部生活ソフ ト企画本部な ど関連部門と共同で練 り上げられ、その後、企画、
デザイン、設計、生産、品質部門などを交えたコンカ レン トエンジニアリングが本格始動し
ていったのである。





セブンイ レブン ・ジャパンは、情 報システムの高度の利用を行なっている。 日本で一番初
めにPOSシ ステムを大幅に導入 し、各店での売上データを本社が把握 して的確な商品発注
戦略を行っているのである。
このようなセブン ・イ レブンで、店長会議 とい う特徴的なことが一つ行われているのであ
る。これは、毎週火曜 日にセブンイレブン ・ジャパンの東京の本社で開かれるもので、全国
















ケーションを通 じて「くせ」になるほど繰 り返 し伝達するしかないからであるとおっしゃっ
ている。




このようにして、セブンイレブン ・ジャパンでは、POSシ ステムとい う最先端の情報シ
ステムが一方でありながらも、毎週の会議を行なわなければならないのは、このような会議





り、その組織 文化にあると考えられる。 しかし、この組織 文:化は、やはり抽象的なものであ
り、周 りから見ていると分か りにくいものである。また、強い組織文化を創るための手段で




















ことか ら考えると、マネジメン トのあり方 としては、時を告げるのではなく、 「時計を作る
こと」このことに目を向けるべきなのである。
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の仕事を困難にしている事を洗い出す とい う次の目標に移 る。最後にこの作業を経て生み
出された改善例を他社のベス トプラクティスと比較 し更なる改善を目指す とLlうものであ
る。 これ らの 目標は、上述 のプロセスを繰 り返 し行なわれることで達成される。 クロ トン
経営者開発センター ビルでは、iの プロセスが行なわれる。
〔2〕ベ ス トプ ラクテ ィスについて
ここでい うベス トプラクティスとは、GEの みならず多数の他企業の良いビジネスモデ
ルを指す。このベス トプラクティスとい う活動は、このようなベス トプラクティスを事業
間の壁を超えて企業全体で共有す るためクロ トン経営者開発センターでおこなわれ る。具
体的には、GEの ベス トプラクティスを生み出 した従業員について、他社のベス トプラク
ティスを他企業に赴いて、もしくは、他企業の幹部を招いて学習される。この活動は、W
ORKOUTプ ログラムの最終段階として位置付けられる。
GEにおいて取 り入 られたベス トプラクティスは、『クイ ックレスポンス』『コロケーシ
ョン』『クイック ・マーケッ ト・インテ リジェンス』『ス トックオプション』である。『シッ
クスシグマ』は、このよ うな活動の末取 り入れ られた現在のGEのベス トプラクティスで
ある。シックスシグマとい うベス トプラクティスは、従業員に対する評価尺度 としても用
いられている。経営幹部に対 しては、GEに おける専門職、管理職の昇進条件 として、上
席幹部役員に対 しては報酬の尺度 としてである。
これらの評価は、マスター ・ブラックベル ト、ブラックベル ト、グリーンベル トとい う
目に見える形で行なわれる。これ らのベル トを習得 しなければプロジェク トリーダーには
なれない。
このようにしてクロ トン経営者開発センターを起点 としてビジョンが受け入れ られてい
く訳であるが、そのプロセスの意義を、コミットメン トの回復 と情報の非対称性の解消 と








属するため共有が難 しい。 この暗黙的な知識を共有するためには、人 と人との対面式の伝
達が必要となる。このように暗黙的な知識 とは人の私的な情報である。
現在のように製品が成熟 してしまうと製品の性能において、競争優位に立つことは非常







技術を新 しい形で組み合わせ ることである。 この方式の実現には、既存の事業部の枠を超
えることと、その作業を同期化することが肝要 となる。 この作業の同期化には、共同作業
を行 うため、相互の理解が必要である。 これ もまた、暗黙的な知識である。このように、
情報の、特に暗黙的な知識を共有することが付加価値の創造に欠かせない。






れる。これは、行き過ぎると官僚主義の温床 とな り非効率が生まれ る。
もう一点考えられ るのは、特定の仕事にコミットした場合、企業の研究開発費を用いな
がら、自分の満足のためだけに研究 を行な うことや、もしくは、他の企業か ら引き抜きを
受けた場合、簡単に応 じて しまい企業に何の成果 も残 さないなどの問題が考えられる。
このように、コミットメン トは様々な形で行なわれる。しか し、企業を経営するうえで、










従業員に残存 して しま う。具体的には、ある事業において、創造的なビジネスモデルが考
案されても、他の事業に形式のみが伝達され うまくモデルが機能 しないというような失敗
が起こると想定 される。また、一方 トップが、ビジョンのような創造的な知識を伝達 しよ








在 ・未来において行な う従業員に直に伝えることが可能 となる。また、ジャックウェルチ
自身がこのような現場の従業員に触れることにより創造的な知識を受けることが出来る。
さらに、ここにビジネススクールの教授を招 くことで、このような知識を形式化してい














とい う創造性の面においてはどうしても弱まると思われる。 しかし、GEは統合 された多
様性 とい うビジョンに基づいて行動 している為、この点については問題視していない。
〔3〕コ ミッ トメン トの回復 とい う視点か らの分析
これまで、戦略事業単位制などで、管理職に権限を委譲することで、管理職に対する企
業へのコミットメン トは得てきた。 しか し、現場の従業員に対する評価は各事業部長 ごと
に任されてきた。 これは、官僚主義の蔓延 とともに、良い業績をあげることよりも良い報
告書がかけるとい うような能力以外の部分で評価されがちになるとい う不完全な契約 とな
って しまった。 これは、本来能力のあるものが昇進するとい う暗黙の契約が崩れたことを
意味する。そのため各従業員の企業に対するコミッ トメン トは低下 した。
GEでは、クロ トン経営者開発センタービルが、この問題を解消する具体的なシステム







の活動に参加 しないものは必要 とされない とい うリスクを追わされている。 これは、ジャ


















この査定表は3×3の マ トリクスを用い、縦に業績、横に潜在能力を取る。そ して、上
司がその下に、その個人の強みと弱みを少なくともひとつ書き、さらに評価 される本人も
書きこむ。 これは、業績だけでなく抽象的な潜在能力 とい うところに表かが置かれている
とい う点と直属の上司が評価するとい う点が仕事表 との類似ではないかと考えられ る。
〈2>GEについてのま とめ
以上のようにGEに おいて行なってきたジャック ・ウェルの改革を情報の非対称性 とコ
















1.ソ ニ ー の事例




わせて経営にあたるとい うものである。この取 り組みは本来、全社的 なものであるのだが、
ここではエ レク トロニクス分野だけに絞って取り上げることにする。エ レク トロニクス分
野では具体的な施策 として、それまで製品カテゴリーごとに別れていた5つ のネ ッ トワ,__.
クカンパニー(NC)をソリュ 一ーションごとに7つのNCに 再編するとともに傘下のカン
パニーへの権限委譲を進め、分極経営を徹底するとしている。また、エ レク トロニクス事
業全体を統轄する機関としてエ レク トロニクスHQを 設立した。後述するEMCSは販売
プラットホームなどとともに、個々のNCの 事業を成長 させ、相互の提携を強化する共通
基盤 と位置づけられている。





生み出すように促すことが 「分極」の目的である。 しか し 「分極」だけでは、部分最適解
は生まれるが、情報はその場にとどまってしまい、情報の偏在が生まれる。このような各
事業ユニット間での情報の偏在を解消し、各事業価値の総和以上の相乗効果を促すための




〈2>製 造分 野 で の取 り組 み 一:FMCS
以上 では、エ レク トロニクス事 業全体 について取 り上 げたが、 ここでは製造分野 に絞っ
て、 ソニーの製造面での取 り組 みである、``EMCS"とい う構想 について取 り上げ ること
にす る。"EMCS"とは、"Engines血g,ManufacturingandCustomerServices:設計 ・
製造 ・顧客サー ビス"の 略称で、2000年3,月に発表 されたエ レク トロニクス事業 の設 計 ・
生産開発構想 である。 この構想の具体化策 の一つ として 、2001年4月 、ソニーは、国内
12のアセ ンブ リー(組 み立て)工 場 を独 立 させ 、100%出資 の別会社であ る 「ソニーイ.r
エ ムシーエ ス株式会社」 を設立 した。残 りの工場群 も半導体、 コンポーネン ト(部 品)の
59
カテゴリーに分類 し、順次分社化する計画で、半導体生産については、同 じく2001年4
月に、半導体生産子会社3社 を統合 して 「ソニーセミコンダクタ九州株式会社」を設立 し











とで、「設計からユーザーに届けるまでの一貫 したもの作 り」の体制を 目指 している。そ し
て、ここまでの業務を行 うことで、工場自体が独立したプロフィットセンターになること




製品を流れ作業で生産す るコンベア生産方式が主流であった。 この方式は、1つ の製品を
大量に生産することには長けているが、現代では製品のモデルチェンジのサイクルが速く
なってお り、市場の動向に応 じて生産品目や生産量を切 り替える柔軟性が重要になってき





パニーから工場を切 り離 ケ」 とい う点と 「工場をまとめて1つの会社とする」 とい う点か
らそれぞれのメリットについて考えてみる。まず、「工場の切 り離 し」とい う点であるが、
前述 したとお り現代の市場では、消費者のニーズが多様化 してお り、消費者はちょっとし
た差異で自分の購入する製品を選ぶようになっている。そのため、ひとたびヒッ トした製
品は長期間売れるが、そ うでないものはす ぐ市場から姿を消 してしま う。このため、企業
は高い生産 リスクを負 うことになうのであるが、製造設備を自社内で抱える場合、それへ
の投資資金が回収 されるまで、生産活動が特定の製品だけに固定 される傾向があ り、その
結果、消費者の求める製品の生産に柔軟に対応 しにくくなるとい うデメリッ トがあるが、
工場を切 り離すことは、こういった生産 リスクを少なくとも本体からは分散させた り軽減











る。「工場の切 り離 し」は結局のところ、工場に対 して大幅な権限委譲をして自立運営を目
指 させるとい うことであ り、「工場の統合」は統合による情報の偏在の解消を目的 としてい
ると考えるからである。EMCSというこの取り組みはまだ始まったばか りなので、現時点
でこれが成功 しているのかどうか判断することはむずか しいが、今後、もし前述 したよう
に工場間の生産の同期化が成功 し、セル生産方式の活用などにより生産 リスクの管理に成
功することができればこの試みは成果を上げることができるものと思われる。 しかし、工









〈3>シックスシグマの導入 とい う試 み





























ィアと手法が必要 であり、それには リスクがつきまとう、ということを認識 しているので
ある。
次に、以前からあるT田(全 社的品質管理)と いうビジネスモデル との違いか らシック
スシグマを検証する。騨 を行 う際、ほとんどの企業は部門内の活動 として取 り組み、ま
た経営 トップが無関心であることが多かったこともあり、一時的な活動 とい う意識が強か











破 こそがビジネスチャンスを増や し、コス ト削減にもつながるとい う考えをうかが うこと


















































記録 した12.2パ.__.セン トの売上高営業利益率は2000年 には2。2パ ーセン トに落




うに、製品開発で先行 してブラン ド戦略に成功 した企業だけが生き残るとい う構造に市場
が変化 した。その原因の一つに製品の技術的な標準をめぐる競争が激 しくなっていること
が挙げられる。自社の技術の標準化に成功 した企業は、消費者の製品認知度が向上したり、
















事業部 と営業本部で重複 していた営業体制を新設のパナ ソニ ックとナショナルの2つ のマ
ーケティング本部に一元化することで、流通コス トの削減 と占有率向上を目指す。
(2)事業部門の改革




民生 ・産業 ・部品とい う3つの枠で見てきた経営を「AVCネットワーク」、「アプライアン
ス」、「インダス トリアルイクイップメン ト」、「デバイス」の4つのセグメン トで捉え直す。
64
(2)成長事業の特定



















従業員のコミットメン トの対象を特定の製品から、総合的な製品開発へ と移す ことが期待
できる。
マーケティング本部を設置 し営業機能が一元化 されることで、市場の動向に合わせて活
動を全社的にコン トロールすることが可能になる。そ して、消費者の需要の変動の ミスマ
ッチを回避することができれば、売上高ばか りが膨張 して利益がついてこないとい う非効
率的な経営状況が改善されるはずである。
また事業部制のもとでは、た とえ製品が赤字でもモノ作 りの現場である工場 自体は収支
責任を負わなかった。このことが、近年松下の製品が競争力を失ってしまった構造的な原因





































本的なシステムを解体 し、また従来のビジネスモデルを否定 し、新 しい事業領域を開拓 し
ようと試みる大規模で、急激なものであるが、それがこれまでに培った経営理念に叶った
ものであれば、松下はこの改革によって成功を収めるはずである。
〈6>ePFネ ッ ト事業 とい う試み






済学では、情報の非対称性に対す る解決策 として評判 とシグナ リングの2つ を挙げている。
ソニーは前者の評判を利用する策を採った と考えられる。受信機にも各自のブラン ド名を
残す事で企業間の競争の余地を残 し、その競争においてソニー と言 うブラン ド名 を最大限
に生かそ うとするものである。一方で、松下は後者のシグナ リングによる解決を図った と考
えていいだろう。デジタルテ レビに関して言えば、松下は8社 に対してOEM生 産を行っ
ている。これでは、表に出る企業の評判で商品が判断 され る事になり、松下とい うブラン ド
名 ・評判が十分に生かされない。そこで受信機ブラン ドを統一することで、受信機自体か
らは松下とい うブラン ド名が消えるが、消費者には松下の名前も十分にシグナ リングされ、
市場においてより有利な競争ができるとする流れが松下の新たな戦略 と考えられる。
「eP:Fネット」に対するソニー と松下の取り組みは、全 く正反対のものである。ソニー
は企業のブラン ドイメージを全面に出し、最大限に利用 しようとしている。それに対 して、
松下は企業の名前が製品から消えることよりも合理的に利益を得ることを優先 しようとし
ている。





















3.松 下 と ソニ ー の比 較
近年のソニーと松下の取 り組みを比較 してみると、両社 とも、組織構造の行き詰まりや、
経営環境の変化に伴 う業績の低下に直面して、生産性を高めるべく組織の再編を行ってい
る。松下では「創生21計 画」、ソニーでは 「EMCS」とい う構想に代表 されるよ うに、付
加価値を決定する製造部門を中心にして、企画 ・設計 ・マーケティング ・販売 といった製
品供給の-連 の流れをよ り効率的なものにしようとい う試みがなされている。特に製造部
門における経営方針の主眼は、巨大な組織の中に偏在する情報をいかに全社的 に共有する
かとい うことにある。具体的には、松下は、事業部制を解体 して、ファク トリーセンター と


































り、エ レク トロニクスHQな どの「統合」機関がうまく機能するかどうかが今後重要になっ














職金 として給付 される。 このように、年功賃金には、労働者にとって人質としての性質が
ある。これは途中退社 した場合得られないので、従業員にとってはリスクとなる。このよ
うに、 日本企業は従業員に対 して企業にたいする長期のコミットメン トを与えてきた。












































現在の労働力の外部化において最 も注 目する点は、これまで雇用の受け皿 と考えられて


























59.41% so.35% 63.75%64.36% 63.24%178.40%
収益性分析 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年
総資本事業利益率 4.12% 5.45% 5.06% 3.22% 2.70% 3.05%
自己資本純利益率 一1.67% 4.06ｰ102.76%1 0.40% 2.93% 1.22%
ソニー連結
安全性分析 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年
流動比率 158.70%155.65%166.16%170.60%155.58%131.39%
当座比率 84.56%85.43%91.22%196.26% 87.75% 79.65%
負債比率 130.16%134.57%139.58%145.16%148.31%142.50%
自己資本比率 23.17% 25.69% 28.35% 28.95ｰ13ｰ2.07% 29.b8%
固定比率 199.78%181.05%158.99%163.69%157.87%187.89%
固定長期適合率 46.29% 46.51% 45.08% 48.44% 50.88% 55.71%
収益性分析 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年
総資本事業利益率 5.02%1 7.72% 10.73% 7.36% 5.12% 4.83%1




率が減少 し始めている。又 ソニーにおいても1998年 以降減少傾向を取っている。 この
1997年 と1998年 と1年の差が存在 しているが収益の面から見てみてもこの時期に
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偏在 とコミットメン トを用いて家電業界を、場の考え方を用いて自動車業界を分析 してき
た。本論文では、この創造性を分析するために必要な理論つまり分析の枠組みの例を提洪
することは出来たと考える。












於 ・経済学部第6演習室 参加者2回 生12名





テキス ト①2回 生/桜井久勝 『財務諸表分析』中央経済社、1996年。
②3回 生/伊 丹敬之 『日本型 コーポレ..__トガバナンス』
日本経済新聞社、2000年。
7月13日 新歓コンパ(第2回)
三条木屋町 「イロハカルタ本店」 参加者2回 生6名3回 生5名
10月12日'後期ゼ ミナール開講
共同研究テーマ 「創造的企業の創造」
第1グループ 家電(ソ ニー と松下)の ケーススタディ
第2グループ 自動車(ト ヨタ)の ケーススタディ
19日 特別セ ミナー
講師 立花和義氏(協 和発酵工業株式会社医薬戦略企画室次長)
テーマ 「ビジネス ・モデル とビジネス ・ソリューションの考え方」
セ ミナー終了後、3回生は百万遍 「琢磨」にて懇親会 参加者7名
11,月30日新ゼミ生選考面接
新2回生 応募17名 採用10名




今年は二回生が共同研究に加わり,拙いなが らも指導 しなければならず,去年 とは違 う大
変 さがあ りました。そのことをとうして感 じたのは,やは りまだまだ拙いな,とい うことで
す。やはり,人生 日々精進が肝要なので しょう。最後に,同じ班の皆 さんに。勝手な私の暴
走を許 してくれてありがとうでし彪(内 田 朋宏)
あっと言 う間にこの一年が過ぎてしまった気がします。 この一年間、最上級生 としては
頼 りなかったと思 うが、とりあえず論文を書き上げることができてほっとしています。来
年はまた新 しいメンバーを加えてゼ ミ活動をしてい くことになるけれど、積極的にゼ ミ活
動に携われたらいいなと思いまyo藤 井先生、ティーチング ・アシスタン トのお二人、ゼ

















とがんばらねば ・・。(角 園 太一)
今年度のテーマは「創造的企業の創生」とい うことで、なかなか取 り組みづ らく、今後の





最初に思いつく言葉は、やはり 「しん どい」だった。ただでさえ日本人(ゼ ミの参加者)
にも 「やらなあかん」「時間がすくない」とい う言葉がよく聞かれたし、この中国人の私に
とってはこの重さはとても想像 もつかないだろ う。しかし、「一分墾作 一分収獲」という
中国のことわざがあるように、私にとってこの一年は、とても意義がある一年だった。 自




















どうぞよろしくお願い致 します。(大 石 悠人)







生か してがんばりたいと思いまO(柏 岡 佳樹)
いやはや もう1年ですね。あんま り1回生のときと、頭の中身も単位 も変わっていない




前期はテキス トの輪読、後期は共同研究 とい う形でこの1年間ゼミとい うものを初めて
体験しました。後期の共同研究においては、製造業における新 しいビジネスモデルが研究
テーマでした。取り組むのが非常に困難なテーマで したが、先輩方の助けを借 りなんとか論
文という形にすることが出来ま し一fir'L-Oこの1年 間、先輩方のゼ ミに取 り組む姿勢、研究の
中身の濃 さに自分 との大きな違いを感 じました。 しか し、もう1年が経ったわけで4月か
らは新 しいゼミ生が入ってきます。新ゼ ミ生を十分にサポー トする事が出来るよ う、また















が先輩任せになって しまっ鳥 もっと自分な りに開拓 していけば、と悔やまれる。 この共
同論文の作業を通 して先輩から学んだことは多く、ゼ ミ内の交流も深まった と思 う。反省
点は多々あるがまずまず充実 した一年であった。(平 岡 清春)
面接の時に、正直 「ああ、落ちたかな。俺の実力ではあのゼ ミは手に余 りそ うだ」 と思
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